
【本県の主な課題】
○ 小児在宅医療に係る医療・福祉等の関係機関の連携推進 ○ 関係機関相互の連携の向上
○ 関係機関が抱える小児在宅医療における課題の把握 ○ 患者・家族に対する個々のニーズに応じた個別支援の実施
○ 小児在宅医療に関する相談窓口や情報の不足 ○ 小児在宅医療に関する資源の一元化
○ 在宅医療を行う専門医療機関における小児在宅医療に関する知識等の不足

【小児在宅医療を進めるための３つの柱】
① 茅ヶ崎保健福祉事務所の所管区域をモデル地域とした取組み ② こども医療センターの連携強化
③ こども医療センターの既存事業の強化

＜県内（茅ヶ崎地域以外）＞

医療提供事業者
地域の診療所等

自宅療養
患者

【③こども医療センターの既存事業の強化】
・マップ、リーフレット作成
・退院後訪問看護支援 など

神奈川県総合リハビリ
テーションセンター
【取組内容】

・県、茅ヶ崎地域の会議へ
の参加

・研修協力・訪問指導等

神奈川県

業務委託

＜茅ヶ崎地域＞

茅ヶ崎市
立病院

医療提供事業者
地域の診療所等

自宅療養

【①茅ヶ崎地域の取組み】
・各種研修会
・退院後訪問看護支援
・訪問指導
・教育機関と連携した支援
など

患者

福祉提供事業者
訪問看護ステー
ション等

市町村役場、保健所

神奈川県立こども医療センター

成果報告

茅ヶ崎地域小児等在宅医療連絡会議の開催

茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ崎保健福
祉事務所 等

課題の
抽出

県小児等在宅医療推進会議の開催 成果報告

課題を踏まえた
対応

連携

連携

教育機関
茅ヶ崎養護学校等

支援

教育機関
特別支援学校等

福祉提供事業者
訪問看護ステーション等

支援

【② こども医療センターの連携強化】
・各種研修会、交流会の実施
・県立病院における連絡体制構築 など

【③こども医療センター
の既存事業の強化】
・相談窓口の設置

【取組内容】
・実態調査等

病院

県在宅医療
推進協議会

【事業イメージ】

連携

連携・協力

モデル実施
の成果を
全県展開

神奈川県小児等在宅医療連携拠点事業の概要

1



特徴的な事業①（茅ヶ崎地域のモデル事業【内容】）

茅ヶ崎市立病院 茅ヶ崎医師会

当事者 訪問看護ステー
ション

行政
茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ
崎保健福祉事務所等

教育機関
茅ヶ崎養護学校等

専門機関
県立総合療育相談Ｃ、県
リハビリテーション事業
団、こども医療Ｃ

福祉事業者

・モデル事業の情報共有

・地域の課題や解決策の
認識の共有

事務局は県が実施

会議の開催

関係機関と連携した取組みの実施

事業名 内容 主な連携先 実績（１月末時点）

各種研修会の実施 関係機関向けの研修会・交流会を実施する
市立病院、訪問看護ST、
茅ヶ崎市、保健福祉事務所

12/4

退院後支援の実施
訪問看護STの初回の患者訪問時にこども医
療センターの看護師が同行訪問する

市立病院、訪問看護ST １件実施

こども医療センター職員に
よる出張支援

関係機関からの研修依頼等に対応する
市立病院、訪問看護ST、
茅ヶ崎市、保健福祉事務所

医療ケア実技研修 12/4
支援者交流会 3/13予定

重症心疾患児、重症心身
障害児へ訪問指導

在宅の重症心疾患児や重症心身障害児宅
を訪問し、個別支援を行う

茅ヶ崎市、児童相談所
重症心疾患児：１件
重症心身障害児：０件

地域の特別支援学校等と
連携した支援

県立横浜南養護学校の教育コーディネー
ターが養護学校等と連携して復学支援を行う

茅ヶ崎養護学校
支援数：28件（復学支援22件、
復学フォロー６件）

回数 議題

第１回
（8/29）

○小児在宅医療連携拠点事業の内容報告
○地域の課題抽出（別紙１）

第２回
（12/11）

○課題解決に向けた意見交換（別紙２）
→茅ヶ崎地域でできる取組内容を抽出（別紙３）

第３回
（2/12）

○平成27年度以降に茅ヶ崎地域の関係機関が行う
小児在宅に係る取組内容の検討・承認（別紙４）

【会議後】

事務局で課題を整理し、関係機関ごとに課題の原因と
解決策について議論してもらった

こども医療センターが茅ヶ崎地域の関係機関と連携し、次の取組みを実施する。
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取組内容 概要 主たる機関 関係機関（例）

ケースカンファレンス
個別ケースに対して連携の必要が生じた場合に関係
機関相互でカンファレンスを実施

市、町の保健師を中心にケー
ス内容等に応じて都度決定

同左

短期入所等の連絡会議
茅ヶ崎地域の短期入所等の施設の資源共有と役割分
担を検討

県総合療育相談センター
こども医療Ｃ、県総合リハＣ、
重症心身障害児者施設等

茅ヶ崎地域の小児在宅医
療実態調査

茅ヶ崎地域内の患者の医療ケア内容等を把握
茅ヶ崎市障害福祉課
（自立支援協議会）

自立支援協議会構成員

特徴的な事業①（茅ヶ崎地域のモデル事業【成果】）

１ 顔の見える関係の構築
会議や地域の取組内容を通して、関係機関同士で顔の見える関係が構築され、積極的な意見交換が可能となった

２ 地域の課題の共有と資源の認識
地域が抱える課題や、関係機関が抱える医療・福祉等の資源が認識され、地域で必要な施策が明確になった

３ 課題に対する取組みの実施体制の構築

地域においてゼロから取組みの合意形成までを実現

課題に対して必要な取組みを地域の関係機関が実行する体制が主体的に構築された

＜平成27年度茅ヶ崎地域における取組内容（例）＞

関係機関：医療・保健（医師会、病院、訪問看護ST）、福祉（障害者施設運営者、児童相談所）、教育（養護学校）、当事者（親）、
小児科専門機関（こども医療Ｃ、県総合療育相談Ｃ、県リハビリＣ）、行政（市、町、県）

3



○ 茅ヶ崎地域の支援体制を把握できておらず、地域の協力体制が構築できるのか・・・・
○ 関係機関の協力を得ながら、課題の共有や取組内容をまとめることができるのか・・・

○ 重症心身障害児者の入所施設がなく、在宅医療に対するニーズの高い地域との推測
○ こども医療センターと地域の中核的病院である茅ヶ崎市立病院と良好な関係が既に構築

特徴的な事業①（茅ヶ崎地域のモデル事業【実施プロセス等】）

茅ヶ崎地域を選んだ理由

不安要素

○ 県医療課とこども医療センターが全ての関係機関を直接訪問し、協力を依頼
→茅ヶ崎地域の関係機関と顔の見える関係が構築され、地域の支援体制を把握できた

○ 地域において支援の中心となる医療機関の協力
→茅ヶ崎地域の小児の在宅医療については、地域の中核的な役割を担う病院である茅ヶ崎市立病院が支援の中
心となっていることから同病院の協力を得ることで、他の関係機関との調整が円滑に進んだ

○ 小児在宅医療に経験豊富な医師を座長に据える
→影響力のある医師が取りまとめを行うことで、円滑な会議運営が可能になった

取組内容（成功要因）

○ 関係者相互（医療、福祉、教育、行政）の理解不足
→それぞれの関係機関が抱える資源（制度、サービス）や課題について理解しておらず、円滑な連携が困難に

○ 小児在宅医療のニーズが認識されていない（とりわけ小児科医）

直面した課題

・
○ 引き続き、会議や地域での取組みを通して、顔の見える関係を構築
○ 小児科医などの医療関係者を、福祉分野と繋ぐ仕掛けづくり（会議や研修会の実施など）
→引き続き、平成27年度も茅ヶ崎地域の会議、研修会等は実施予定

今後の取組みの方向性
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神奈川県

連携・協力
神奈川県立こども医療センター県小児等在宅医療推進会議の開催

＜県内各地域（二次医療圏等）＞

患者

市町村、保健所

教育機関
特別支援学校等

福祉関係者
障害者施設運営者等

中核的な
病院

【地域での取組み】
・協議の場の運営、実態調査、各種研修会、交流会、ケースカンファレンス など

医療関係者
地域の診療所、訪問看護
ステーション等

連携・支援

小児在宅医療に係る神奈川県の目指す姿のイメージ（案）

・相談窓口の設置
・マップ、リーフレット作成
・退院後訪問支援など

県総合療育相談センター、
県リハビリテーション
事業団

・地域主催の会議への参加
・研修協力など

連携・協力

連携・支援
支援報告

連携・協力

県在宅医療
推進協議会

連携

※政令市、中核市とも連携して実施

支援
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今後の展開（取組内容）
（地域医療介護総合確保基金を活用）

茅ヶ崎地域のモデル事業の見える化

茅ヶ崎市立病院 茅ヶ崎医師会

当事者 訪問看護ステー
ション

行政
茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ
崎保健福祉事務所等

教育機関
茅ヶ崎養護学校等

専門機関
県立総合療育相談Ｃ、
県リハビリテーション
事業団、こども医療Ｃ

福祉事業者

・会議を通じた情報共有
・連携した取組みの実施

【地域での取組内容】
① 会議の設置

② 課題の抽出

③ 解決策の検討

④ 茅ヶ崎地域の取組内容を策定

⑤ 取組みの実施

⑥ 進捗管理、取組内容の修正

26年度

27年度～

※平成27年度までは事務局は県が実施

【方向性】
○ 平成27年度以降、茅ヶ崎地域の取組みを他の地域へ
展開する。

○ 地域の設定に際しては、地域の中核的な役割を担う病
院がある二次医療圏等の単位で検討することが考えられ
る。

○ 茅ヶ崎地域の事例を参考にしながら、まずは、行政が
リーダーシップを取り、協議の場の設置から始め、地域で
の合意形成、支援体制の構築を目指す。

他の地域への展開イメージ（案）

成
果
を
報
告
書
と
し
て
取
り
ま
と
め
【
平
成

27
年
度
】

地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
構
築
の
事
例

と
し
て
他
の
地
域
で
活
用
を
目
指
す

各地域で協議の場を設置を目指す 6



特徴的な事業②（退院後の訪問看護ステーション支援）

総数：12件（9件病棟看護師同行）

TPPV 5件 NPPV 2件 酸素 2件

注入 1件 ﾀｰﾐﾅﾙ 1件 IVH 1件

同行訪問看護ステーション数 10施設

共同した医療ケアの修正 4件

在宅医と合わせた訪問（医師も同行） 3件

【効果】
在宅移行時に切れ目のない支援が実現し、訪問看護師や患者・家族の不安解消の一助に

相談窓口がないことに対する不安軽減になる 84.6%

医療ケアの修正に関する不安軽減になる 84.6%

実績（H26年度（２月末時点））

利用した訪問看護師からの声
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○ 同行訪問のタイミングの見直し
→現行の同行のタイミングは、初回訪問時を原則としているが、２回目以降の同行を希望する声も多
いことから、望ましい同行訪問のタイミングを検討する

○ 診療報酬（在宅患者訪問看護・指導料）の算定環境が整備
（診療報酬算定を行うための書類（同意書、指示書等）の整備）

○ 同行訪問には、診療報酬算定を実施
（複数名訪問看護加算として、４３０点）

○ 退院後訪問の有効性の理解が浸透
→院内で訪問状況を共有し、病院関係者が有効性を認識しているため、継続的な事業実施に繋がる

特徴的な事業②（退院後の訪問看護ステーション支援）

退院後訪問支援が実現できている理由

今後の検討課題

＜病棟看護師向けアンケート結果＞

＜訪問看護師向けアンケート結果＞
＜理由＞

・初回訪問は患者との顔合わせで終わってしまう
ことが多い
・ケアの全体像が見えてから聞きたい

訪問の状況を病棟で共有したか？ 85.7%

同行訪問は2回目以降の訪問時がよい 50.0%

ボランティアではなく、
業務として訪問できる
ことで、院内の理解を
得られやすくなった
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特徴的な事業③（支援者向け相談窓口の設置）

相談者 件数（9月～1月末）

医療機関 19.2

訪問看護 14.8

行政・児相 4

保育園・学校等 0.8

計 38.8

実績

相談者 件数（9月～1月末）

医療機関 96

訪問看護 74

行政・児相 20

保育園・学校等 19

計 209

＜主な相談内容＞
○ 在宅医療ケアに関すること：具体的な医療ケアの利用方法など
＜特徴的な相談内容＞
○ 心理的支援：医師と支援者との意見不一致に関する相談、家族とのトラブルに関する相談など

＜相談件数（総数）＞ ＜相談件数（月平均）＞

利用される理由

○ 関係機関からこども医療センターが「専門的な相談ができる機関」として認知
→これまでも、研修会等の場を活用し、技術支援の延長として在宅医療の相談に応じており、関係機関にこども医療
センターが専門的な相談を受け入れてくれる機関と認識されていた

○ 関係機関への広報
→研修等のアンケートで相談窓口設置を望む声を拾い、それらの関係機関への広報により利用が促進された

今後の展開

○ 地域のコアとなる支援者と相談内容のＱ＆Ａマニュアルの共有
→こども医療センターで受けた相談内容を元にＱ＆Ａマニュアルを作成中
→このマニュアルを地域の支援者と共有し、地域に支援の裾野を広げる 9



（１）実施内容

厚労省から事前に示された患者把握の指標を基に、神奈川県国民健康保険団体連合会
及び社会保険報酬支払基金の協力を得て、患者の指導管理料に基づいた小児の全数把
握を実施

（２）課題
○ 県内の患者の全数を把握するための有効な手法の確立

○ 患者の具体的な医療ケアの状況把握が困難

（３）対応の方向性
○ 国保連の協力を得て、引き続き、患者数の地域別の規模感は把握

○ 患者の具体的な医療ケアの状況把握は、地域内の詳細な医療ニーズを把握できる点
からも有効であるため、市町村等における実施を呼びかけ
→平成27年度に新たに茅ヶ崎地域で患者の具体的な医療ケアの調査を実施予定

本事業を進める上で直面した課題①

小児の全数把握の調査

→社会保険報酬支払基金の協力が得られず、患者数の地域別の規模感は把握できるものの、
全数把握は困難

→個別の医療機関にアンケートを送付する場合、回収率が低くなることが想定
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（１）実施内容
医療機関等の社会資源や課題把握のため対象機関にアンケート調査票を郵送

（２）課題
○ アンケートの回収率が低い

（３）原因
○ 小児在宅医療を担う医療機関等が少ない

（４）対応の方向性
○ 短期的視点：アンケートの実施内容の見直し

○ 長期的視点：小児在宅の担い手の確保・連携向上

本事業を進める上で直面した課題②

医療機関等の資源や課題把握のためのアンケート

→在宅療養支援診療所からの回答の内、約５０％が、「小児は専門外」、「経験がない」と回答
→小児科標榜診療所からの回答の内、約６０％が「在宅医療ケアに対応できない」と回答

→アンケートにおいて、医療従事者の回答として「小児は専門外」、「経験がない」との回答が多いことから、回収率低下の理由と
して、アンケート内容が小児在宅に特化していたため、受け入れられなかったことが想定

→そのため、アンケート内容を小児在宅に特化するものとせず、在宅医療全般の調査と連携した実施を検討

→アンケートにおいて、「小児の受入れのために必要なこと」の回答で多いのは、「医療ケア研修の充実」、「中核機関との連携」
→研修や会議等の開催を通じて、小児在宅の担い手を確保し、関係機関の連携向上を図る

機関・施設種別 送付数（件） 回収数（件） 回収率

在宅療養支援診療所 855 207 24%
小児科標榜診療所 1054 163 16%
小児科標榜病院 109 38 35%

訪問看護ステーション 401 196 49%
重症心身障害児者協議会加盟施設 18 5 28%
合計 2437 609 25%
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１ 在宅医療の支援体制の構築 

サポート体制 
（１）医療（在宅医、看護師）のサポートが受けにくい 

（４）自治体の支援体制の構築 

（３）関係機関とのネットワーク構築 

（７）医療ケアに対応可能な人材不足 

（８）コーディネーター（主たる相談者）が不在 

（５）福祉現場での医療従事者の確保 

（２）障害児を療育に繋げにくい 

（９）短期入所・放課後等の利用可能な施設が少ない 

３ その他 
（１）在宅医療の医療・福祉資源の把握 

人材育成 

場の確保 

茅ヶ崎地域における小児在宅医療の課題 別紙１ 

（６）ライフステージに応じた在宅療養環境の構築 

→訪問診療等を断られるケースが高齢者の在宅医療と比べて多い 

→親や本人の理解不足や、関係機関における療育の受入れ先の把握が十分
でないため、療育にスムーズに繋げることが困難 

→関係機関相互のネットワークが十分に構築できておらず、情報が得られ
にくく、自らが保有する資源も有効に活かされていない 

→県からの権限移行から日が浅く市町村職員の経験が不足している 
→保健師等の専門職員が不足している 

→福祉の現場に医療ケアを実施することができる看護師等が不足している 

→保育や教育現場において、医療従事者が不足しており、ライフステージ 
（幼児期、学齢期等）に応じた適切な医療支援が受けにくい 

→医療ケアの対応方法などの知識不足や、取扱うケースが少ないことにより、
実践経験が不足している 

→ケアマネージャーのような主たる相談者が不足し、相談先や情報が混在 

２ 情報活用 



茅ヶ崎地域の小児在宅に係る課題一覧

団体名 県総合療育相談センター
項目 課題① 課題② 課題① 課題① 課題② 課題③ 課題① 課題②

(１)課題区分

1　在宅医療の支援体
制の構築
(7)医療ケアに対応可
能な人材不足

1　在宅医療の支援体
制の構築
(6)ライフステージに
応じた在宅医療環境の
構築

1　在宅医療の支援体制の構
築
(3)関係機関とのネットワー
ク構築
2　情報活用
(1)在宅医療の医療・福祉資
源の把握

１　在宅医療の支援体
制の構築
(2)障害児を療育に繋
げにくい

１　在宅医療の支援体
制の構築
（3）関係機関との
ネットワーク構築

１　在宅医療の支援体
制の構築
（6）ライフステージ
に応じた在宅療養環境
の構築

１在宅医療の支援体制の
構築
（５）福祉現場での医療
従事者の確保

１在宅医療の支援体制
の構築
（９）短期入所・放課
後等の利用可能な施設
が少ない

（２）課題解
決に向けて障
壁（原因）と
なっているこ
と

・在宅を支援する訪問
看護師や訪問リハス
タッフに重度障害児に
必要な医療ケアやリハ
ビリテーション(発達
支援)についての知
識・技術の蓄積が少な
く、研修の機会も少な
い。

・児童の発育に応じた
在宅環境の整備や福祉
機器の導入が困難であ
る。
・家族が適切な情報を
入手する機会が少な
い。

・県所管域の全域を対象と
して福祉医療サービスを提
供している関係機関の連携
が必ずしも十分とはいえな
い。また、その機能や役割
の違いが各地域の関係機関
に正確に認識されていない
ところがある。

・医療依存度が高く、
入院期間が長くなった
り、入退院を繰り返す
ことで、母子保健担当
者につながりにくい。
・医療依存度が高いた
めに、家族は医療機関
への依存が強くなり、
市町村につながること
の重要性を認識しづら
い。

・医療、保健、福祉、
それぞれがお互いの分
野について理解してい
ない。
・行政も、それぞれ担
当者が分かれていて、
情報の共有化がされに
くい状況もある。

・ライフステージに応
じてサービスを調整す
るコーディネーターが
いない。
・医療の情報、サービ
スの情報が分散してお
り、タイムリーな環境
調整に時間がかかる。
また調整者が持ってい
る情報の量で、サービ
スに差が生じてしま
う。
・こどもは社会性を育
むために学校や保育園
など外に出る機会の確
保が必要だが、移動支
援がなく、家族力がな
ければ難しい。

・放課後デイサービス・
日中一時支援事業・小児
ではないが、生活介護事
業所において、看護師が
常駐する場所が少ない。
・当事者から見た原因と
して医療機関（医師）と
の密接な連携が無い、給
与の問題、看護師自体の
不足？

・親のレスパイト・兄
弟児の為に短期入所は
必要だが、地域には無
く、療育センター・こ
ども医療も空きが無
かったり、土日を利用
できなかったりする。
・利用したい時に利用
できる、地域の短期入
所施設が無い。
・原因は医療機関（医
師）との密接な連携が
無い、給与の問題、看
護師自体の不足？

（３）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（自らの所属
においてでき
ること）

・研修の企画
・講師の派遣

・当センターのリハビ
リテーション専門相談
事業の提供。身近な場
所での住宅改修、福祉
機器体験相談会の実
施。

・こども医療センター、神
奈川県総合リハビリテー
ションセンター、重症心身
障害児者施設、総合療育相
談センター等の連携強化の
ための取組(短期入所等の連
絡会議の設定等)。

・現在は、退院時に地
域保健師につなげてい
るが、急性期から医療
依存度が高くなること
が予測されるケースで
は、保健師に入院中か
らカンファレンス等に
参加してもらう声かけ
をし、家族と信頼関係
が成り立ちやすいよう
にしていく

・保健分野との情報交
換は比較的、行えてい
るが、福祉分野との意
見交換は現状、ほとん
ど行えていない。
・施設訪問など意見交
換の機会を設定し、福
祉のことを少しでも理
解できるようにすると
ともに、医療の現状も
福祉の方々に伝えてい
きたい。医療と福祉が
分断して在宅療養支援
しないようにしてい
く。

・長期に亘り在宅での
状況を支援してもらえ
る訪問看護師、保健
師、相談支援専門員と
入院中の早期からカン
ファレンス等で連携を
とる。
・在宅医療に関して、
訪問看護、保健師、相
談支援専門員の相談窓
口になる。

・地域に医療依存度の高
い小児が暮らしているこ
と、本人・家族のニーズ
を行政に知ってもらう。
ことあるごとに訴え続け
る。

・地域に医療依存度の
高い小児が暮らしてい
ること、本人・家族の
ニーズを行政に知って
もらう。ことあるごと
に訴え続ける。

（４）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（関係機関の
協力を得られ
ればできるこ
と）

・茅ヶ崎市、寒川町、
茅ヶ崎保健福祉事務所
などの研修運営協力
(会場確保)
・訪問看護ステーショ
ン連絡協議会、訪問リ
ハビリテーション連絡
協議会、総合療育セン
ター等の協力(企画、
講師派遣、広報)

・茅ヶ崎養護学校の協
力。学校を会場として
の福祉用具体験会、住
環境整備相談会。
・こども医療セン
ター、総合療育セン
ターの協力(相談員の
派遣など）
・福祉用具業者の協力
(機器展示)

－

・医療依存度の高い
ケースでは、地域の保
健師に入院中からカン
ファレンス等に参加し
てもらいたい。早期か
ら家族と関わってもら
えると成長発達に伴う
療育支援を行ってもら
えると思う。

・福祉分野、家族会と
合同で意見交換を行
う。お互いに課題に感
じていることを共有
し、課題解決への取組
みに活かす。

・情報の一元化（行政
で）
・コーディネーターの
役割をどこがとるか検
討をしていく（訪問看
護師、保健師、相談支
援専門員、医療、福
祉、教育等で）
・コーディネートには
時間がかかるため診療
報酬のバックアップを
（行政）
・移動支援

〈茅ヶ崎市）
看護加算・重心加算

〈茅ヶ崎市）
看護加算・重心加算

県総合リハビリテーション事業団 こども医療センター はじめのいっぽ

別紙２ 
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茅ヶ崎地域の小児在宅に係る課題一覧

団体名
項目

(１)課題区分

（２）課題解
決に向けて障
壁（原因）と
なっているこ
と

（３）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（自らの所属
においてでき
ること）

（４）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（関係機関の
協力を得られ
ればできるこ
と）

課題① 課題② 課題① 課題② 課題① 課題② 課題① 課題②

1　在宅医療の支援体制
の構築
（５）福祉現場での医
療従事者の確保

１在宅医療の支援体制
の構築（５）福祉現場
での医療従事者の確保

１　在宅医療の支援体
制の構築
（２）障害児を医療に
繋げにくい

１　在宅医療の支援体
制の構築
（９）短期入所・放課
後等の利用可能な施設
が少ない

1　在宅医療の支援体制の構築
(3)関係機関とのネットワーク構
築

１　在宅医療の支援体制の構築
（８）コーディネーター（主たる
相談者）が不在

1　在宅医療の支援体制
の構築
(9)短期入所・放課後等
の利用可能な施設が少
ない

1　在宅医療の支援体
制の構築
(3)関係機関とのネッ
トワーク構築

・学校で医療ケア等を
実施するにあたり、保
護者の協力が必要な活
動においてその時の協
力が難しい場合看護師
資格がありその対象と
なる児童生徒のケアと
実際にしたことがある
方が保護者の依頼によ
り代理人として代行で
きるという規定がある
が、実際に行ったこと
はない。保護者への周
知不足、看護師を探す
ことの難しさがあると
考えられる。

・養護学校以外に看護
師がいないことで、児
童生徒の教育的ニーズ
に沿った、地域の学校
選択が難しい。

・（３）関係機関との
ネットワーク構築、
（７）医療ケアに対応
可能な人材不足、に関
連しますが、この２点
が要因の中の原因と考
えました。

・会議の中でも、レス
パイトに関することが
多く発言されており、
この原因としては、場
の確保ができない理由
として、短期入所や放
課後等、病院の利用可
能な施設が少ないこと
があげられていた。

・小児において在宅医療を必要と
する対象者を定期的に把握し、横
の支援体制を築く必要がある。た
だし、出生してから医療機関に長
く入院する児や、在宅でも度々入
院を繰り返す児が多いことから、
母子保健等での児の状況把握が他
のこどもに比べると遅れることも
多い。

・主たる相談者の不在について
は、小児において在宅医療を必要
とする対象者が地域の療育機関を
利用した後に、結果的に議論にな
ることが多い。具体的にどのよう
な時期にどのようなタイミングで
声をかけて欲しかったのかなどの
詳細がはっきりわからないが（個
別のケースの状況にもよるが）、
対象となる保護者よりヒヤリング
をして、支援体制づくりを図る必
要があると思う。

・神奈川県内に医療ケ
アのある児者を受け入
れる施設が少ないこ
と。
・特に湘南地区は施設
等がなく、移動の負担
感は高い。
・医療ケアがあるこ
と、施設の空きもない
ことから緊急時の対応
ができない。
・医療、介護スタッフ
の人材不足

・情報提供が共有でき
ていないところがあ
り、縦割りとなってい
る。
・各関係機関の役割等
理解しきれていない。
・個人情報の共有の難
しさがある。

・そのシステムについ
て保護者に再びお知ら
せする。

・学校として医療ケア
等を実施している経験
から、新規に開始する
学校の支援相談を受け
る。

・各自（所属）におい
て、関係機関とのネッ
トワーク構築された内
容を書き出す。
・構築されていない場
合は、新たに作成す
る。

・各自（所属）におい
て、利用可能そうな施
設をリストアップす
る。

・システム上は母子保健担当者で
最初に在宅医療を必要とする児を
把握できる現状がある（あかちゃ
ん訪問等）ので、まずそうした児
の把握を母子保健でしてもらい、
対象となる児が在宅中心の生活を
はじめたところで、必要時母子保
健担当者と同行訪問することが可
能である。必要時とは、例えば、
今後想定される児の受けられる障
害福祉サービスの情報提供や、相
談支援事業者の紹介などがまずは
考えられる。

・対象者に対するヒヤリング調査
の実施。（こども育成相談課や相
談支援事業所など地域の関係機関
とともに訪問等をしてヒヤリング
調査を行うなど。）
・ヒヤリング調査の結果をうけ
て、主たる相談者がどこであるべ
きなのか（ライフステージを通じ
て必ず１つの機関で受けていくべ
きとも思わない。）、ライフス
テージごとの相談者の在り方（相
談者の引継ぎの方法、体制もかね
る）の検討会の実施など。

・利用者からの声を聞
き、問題提起を続け
る。また、施設にも伝
えていく。
・緊急時に少しでも困
らないように複数の施
設での短期入所を勧め
る。

・各関係機関と役割の
確認と情報交換を定期
的に行っていく。
・利用者に支援体制を
組むことについて分か
りやすく説明をし、情
報を共有できるように
働きかける。

・(茅ヶ崎市、医療機
関)家庭で児童生徒に関
わる訪問看護師を増や
す。
・訪問看護師の規約の
中で対応可能か相談す
る。

・（茅ケ崎市）受入れ
のための教育、保健の
分野の条件整備。
・（医療機関）設備、
物品のレンタル、対象
者の医療面でのアドバ
イス。
　どのような支援が可
能か関係各所と相談す
る。

・上記で作成された
ネットワークの内容
を、この連絡会の場で
再度構築させ、共通認
識させた上で、共有し
て情報交換にも役立て
る。（協力を得たい団
体：すべての委員が属
する団体）

・上記にてリストアッ
プされた施設を対象
に、この連絡会の中で
協議した上で、その施
設を連絡会として位置
づけ、利用するための
働きかけを行う。（協
力を得たい団体：すべ
ての委員が属する団
体）

・こども育成相談課・茅ヶ崎保健
福祉事務所・障害児者の相談支援
事業所、場合によっては、訪問看
護ステーションの看護師、障害児
の事業所職員、茅ヶ崎養護学校
（巡回相談等の担当者）他ととも
に、（３）であげたようなところ
を一緒に取り組んでもらうなど

・課題①でもあげたように、やは
り自分の部署のみでできること
は、少ないというか、まずあまり
ないのではないかと思うので、
（３）自らの所属においてできる
ことというより、自らの所属で発
信でできることというような感覚
で回答をさせていただきました。

・緊急時に施設利用が
できない時の入院対
応、また空床を利用し
ての短期利用。(茅ヶ崎
市立病院)
・(人材確保が必要だ
が)既存の施設等を利用
して、サービス利用が
できるようにする。(福
祉法人等)

・自立支援協議会の部
会を利用して各関係機
関と確認していく。
・当事者(サークル)と
も連携をし、必要なこ
と、役割を整理する。

茅ヶ崎市（障害福祉課）茅ヶ崎養護学校 寒川町（福祉課） 県中央児童相談所
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茅ヶ崎地域の小児在宅に係る課題一覧

団体名
項目

(１)課題区分

（２）課題解
決に向けて障
壁（原因）と
なっているこ
と

（３）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（自らの所属
においてでき
ること）

（４）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（関係機関の
協力を得られ
ればできるこ
と）

課題① 課題② 課題① 課題② 課題① 課題② 課題① 課題②

２　情報活用
（１）在宅医療の医
療・福祉資源の把握

１在宅医療の支援体制
の構築
（９）短期入所・放課
後等の利用可能な施設
が少ない

1　在宅医療の支援体制の
構築
(4)　自治体の支援体制の
構築

1　在宅医療の支援体制の
構築
(3)関係機関とのネット
ワーク構築

１在宅医療の支援体制の構
築
（２）障害児を療育に繋げ
にくい（未熟児その他の肢
体を含遅れがある場合、適
切な時期に適切な療育に繋
がるルートが確立していな
い。）

１在宅医療の支援体制
の構築
（３）関係機関との
ネットワーク構築

１在宅医療の支援体制
の構築
（２）障害児を療育に
繋げにくい

１在宅医療の支援体制
の構築
（３）関係機関のネッ
トワーク構築

・福祉サイドで、地域
にどのような医療資源
があるのかをよく知ら
ない。医療サイドでも
地域にどのような福祉
施設があるのか、把握
できていないかもしれ
ない。

・市内や、障害保健福
祉圏域内に、医療的ケ
アを必要とする児・者
を受けられる事業所が
殆んどない。

・茅ヶ崎保健福祉事務所か
ら町への業務移管がH25年
から行われているが、町の
支援経験が浅くケースも少
ないことから支援方法の蓄
積が不足している。

・町保健師の経験不足

・医療機関（医師や地域連
携室のケースワーカーや保
健師や看護師等）で適切な
時期に、適切な療育に繋が
るよう案内、指導、紹介が
なされていない。
・診療所も含む一般の医療
機関の医師は、療育にどの
ようなイメージを持ってい
るか、障害や疾病を持つ児
の成長に療育が必要との認
識はないのだろうか、意識
不足ではないか。

・関係機関の情報を十
分把握できていない。
・関係機関それぞれの
機能や役割を共通認識
できていない。
・上記２点について、
意見交換する場の確保
がなかなか進まない。

・県から市町に未熟児
が移管されたばかり
で、市町の母子保健担
当課における支援体制
が構築できていない。
経験値が少ない。

・関係機関と話す機会
や連絡とる機会が少な
く、連携が取れていな
い。他機関がどのよう
な機能や役割があるか
が理解しあえていな
い。

・保健師や、市の職員
などの協力をもらい、
市内でどのような医療
システム、病院等の資
源があるかを、レク
チャーしてもらう。

・医療ケアを必要とす
る方が、どのような医
療を使い、どうサポー
トを受けているか、訊
いて、まとめてみる。

・夜勤の看護師の確保
を図りたいが、やろう
という人がいず、雇用
する費用もない。
夜勤専門等で募集する
ことはできるが…。
・どうしたら、看護師
を配置できるか、法人
全体として検討する。

・支援したケースの状況を
まとめ支援状況についての
情報を所属内で共有する。

・ケースの了解を得て、関
係機関利用検討時に同席ま
たは同行訪問しネットワー
クの構築を図る。
・障害福祉部門と福祉資源
等の情報の共有

・繋げるルート確立に向け
て担当内で課題等出し合う
こと。
・個々の状況に合わせた支
援や保護者に寄り添った取
組を進めることが望ましい
が、事業をこなすのが精
いっぱいといえる人員配置
状況である。人員増が必
要。

・担当する業務及び可
能性について、関係機
関に理解いただけるよ
うに努める。
・関係機関同士のとら
え方について確認しあ
う。

・市町の母子保健担当
課における支援体制の
構築への支援（一緒に
支援体制を考える、何
ができて何ができない
かを考える等）

・療育機関、市町の母
子保健担当課、障害福
祉課とのお互いの理解
を深めるための会議を
開催している。また、
市母子保健担当課と相
談機関との打ち合わせ
会も予定している。

・自立支援協議会で、
医療ケアを必要とする
方について、医療、福
祉のサポートをどう
使っているか、まとめ
る。

・短期入所などで、夜
勤の看護師を配置する
ための加算を国がつく
るよう障害関係団体で
要望する。
・ 障害福祉圏域で実
施している補助事業を
拡充し、より多くの医
療的ケアを必要とする
人が利用できるように
する。（茅ヶ崎市、藤
沢市、寒川町）

・茅ヶ崎保健福祉事務所管
内のケースの支援方法や関
係機関との連携についての
情報を得る。
(茅ヶ崎保健福祉事務所、
茅ヶ崎市、医師会、神奈川
県立こども医療センター、
神奈川県立総合療育セン
ター、訪問看護ステーショ
ン、療育機関)

・茅ヶ崎保健福祉事務所所
管内の関係機関ネットワー
ク会議の開催
(茅ヶ崎保健福祉事務所、
茅ヶ崎市、医師会、神奈川
県立こども医療センター、
神奈川県立総合療育セン
ター、訪問看護ステーショ
ン、療育機関)

・繋げるルート確立に向け
て関係機関と検討する場の
確保。
・疾病や障害を持つ児に関
わっている医療機関が療育
に関心を持ち、児の生活支
援や生活拡大に向け取り組
むための手段を考える機会
を持つ。
・適切な時期に適切な機関
を紹介できる。
・地域毎に統一された療育
推進ルートとか療育機関一
覧があれば、医療機関等か
ら紹介や相談がしやすいの
ではないか。

・母子保健の現状や稼
働状況、関係機関の業
務とどのようにかか
わっていくことができ
るか話し合いを持つ。
・療育の必要な方がス
ムーズに繋がっていけ
るような進め方やルー
トづくり？相談の流
れ、紹介方法と時期等
を検討・確認し、パ
ターン化できる部分は
パターン化できるとよ
い。

－ －

社会福祉法人　翔の会 寒川町（健康・スポーツ課） 茅ヶ崎市（こども育成相談課） 茅ヶ崎保健福祉事務所
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茅ヶ崎地域の小児在宅に係る課題一覧

団体名
項目

(１)課題区分

（２）課題解
決に向けて障
壁（原因）と
なっているこ
と

（３）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（自らの所属
においてでき
ること）

（４）障壁を
乗り越えるた
めにできるこ
と
（関係機関の
協力を得られ
ればできるこ
と）

課題① 課題② 課題① 課題② 課題① 課題② 課題③ 課題④

1　在宅医療の支援体制の
構築
(6)ライフステージに応じ
た在宅療養環境の構築

1　在宅医療の支援体
制の構築

(7)医療ケアに対応可
能な人材不足

１、在宅医療の支援体制の構
築
（５）福祉現場での医療従事
者の確保

１、在宅医療の支援体
制の構築
（６）ライフステージ
に応じた在宅療養環境
の構築

1　在宅医療の支援体制の
構築
(1)医療(在宅医、看護師)
のサポートが受けにくい
(3)関係機関とのネット
ワーク構築

1　在宅医療の支援体制
の構築
(1)医療(在宅医、看護
師)のサポートが受けに
くい

1　在宅医療の支援体制
の構築
(2）障害児を療育に繋
げにくい

1　在宅医療の支援体制
の構築
(9)短期入所・放課後等
の利用可能な施設が少
ない

・訪問看護の制度
・マンパワー

・小児ケアの経験者が
少ない
・症例が少ない

・医師・看護師の教育の中で
障害児の看護の教育がほとん
どなされていないため、障害
児と接する場面を経験する機
会がない。
・制度との関係か報酬単価が
低いため、福祉現場の給与が
一般の病院やクリニックに比
べ安いこと

・地域に医療依存度の
高い重心児者が通える
施設が不足している
・施設に一定の年齢制
限があり、高卒後の受
け皿となる施設がない
・必要でも制度上の制
約からサービスの併用
が認められていない
（家族の就労困難）

・茅ヶ崎・寒川地区におい
て小児の在宅医療に積極的
に参加する医療機関が少な
い。
・特に小児在宅患者の胃瘻
交換は茅ヶ崎市内の医療機
関で実施していないので地
域以外の医療機関(主にこ
ども医療センター)まで赴
いて行っている現状があ
る。

・在宅医療開始時に
は、訪問看護ステー
ション、訪問リハビリ
との合同カンファレン
ス等を行うが、ひとた
び退院すると訪問看護
指示書と訪問看護報告
書という書面での情報
交換になり、情報共有
が十分になされている
とは言い難い状況にあ
る。

・茅ヶ崎地区の障害児
の療育現場について情
報を一覧できる文書が
存在していない。
・茅ヶ崎市立病院の特
に非常勤医師による小
児神経専門外来の時に
申請書類の案内や手続
き方法がわからず、問
い合わせに時間がかか
ることがある。

・神奈川県内のレスパ
イト施設が不足してい
るため、茅ヶ崎地区の
障害児がレスパイトを
必要とするときに確保
できない場合がある。

・スタッフの増員(ナース
センターの活用、求人募
集)
・研修の参加
・行政への働きかけ

・一つ一つの症例を丁
寧に事例検討しスタッ
フで共有する
・所内・外の勉強会に
参加、伝達講習
・情報の把握

１）日中一時支援事業の活動
を色々な場面で発信する（や
りたいと思う人はいても、事
業を起こすことが難しいた
め）
２）実習や見学者を積極的に
に受ける
３）看護学生への発信やボラ
ンティアとしてかかわれるよ
うに募集する

・施設の形態を変更
し、年齢制限無く利用
できる施設にしてい
く。日中一時支援から
放課後等児童デイ＋児
童発達支援事業にし、
高校卒後には生活介護
事業をすることを検
討。
・自立支援協議会など
会議の場で、発信し、
市に働きかける（他市
では出来ていることも
あるため）

・少なくとも胃瘻増設後に
安定していれば、茅ヶ崎市
立病院小児科で胃瘻の交換
ができるようにする。茅ヶ
崎市立病院に通院中の患者
からはじめ、胃瘻交換外来
として通院中以外の患者に
対しても行えるようにす
る。
・安全に胃瘻交換が行える
ように必要な機材を準備
し、スタッフの研修を行
い、マニュアルの作成を行
う。

・訪問看護や訪問リハ
ビリの実施者との情報
共有を密にして患者
サービスを向上させ
る。

・診察室で必要になる
茅ヶ崎地区の障害児の
療育環境について情報
を一覧できるような書
類を作成して院内の
ポータルサイトのアッ
プする。
・希望があれば、リー
フレットにまとめて関
係機関に配布しても差
し支えないが診察室で
必要な情報は残体を網
羅しないのでニーズは
不明である。

・行政のレスパイトが
手配できずに困ってい
る家族に対して、求め
に応じ患児の入院療養
を引き受けるかどうか
検討する。

・行政、教育機関、医師会
への働きかけ
・養護学校(父母会)との連
携

・こども医療センター
・保健福祉事務所
・茅ヶ崎市立病院

・病院などの退職者に向け、
再就職の選択肢として、地域
の施設の状況を伝えてもらう
（こども医療センター・市立
病院など）
・（３）の１）と関連し、や
りたいと思う訪問看護ステー
ションが地域で重心児を預か
れるような施設を作るための
サポートシステムがあるとよ
い。リスクの大きな事業なの
で、官民共同（施設を提供し
てもらえるなど）だと安心し
て立ち上げやすい

・多機能型の事業を認
めてもらえるように働
きかける（県に）
・サービスの併用が可
能になるよう市へ働き
かけ、市独自に認めて
もらえるようにする

・こども医療センター外科
の協力を得て、こども医療
センターの胃瘻外来の見学
を通じて研修する。
・見学を通じてこども医療
センターと茅ヶ崎市立病院
の信頼関係を築く。茅ヶ崎
市立病院で胃瘻交換してい
ても必要時にこども医療セ
ンターに受診できるよう連
携して患者が安心して胃瘻
交換を受けられるようにす
る。

・地域の訪問看護ス
テーションとの定期的
なカンファレンスを行
い、依頼している患者
の状況についての情報
共有を図る。
・まずは茅ヶ崎地区の
訪問看護ステーション
のうち小児を一番多く
手掛けているマザー湘
南さんとの依頼患者に
ついてのカンファレン
スを希望します。

・市、県に情報を確認
しながら資料を作成す
る。

－

マザー湘南 茅ヶ崎市立病院あかしあ訪問看護ステーション
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第２回茅ヶ崎地域小児等在宅医療連絡会議の議事内容と対応 

 

１ 日時：平成 26年 12月 11日（木）19:00～21:00 

２ 場所：茅ヶ崎市立勤労市民会館 

３ 主な議事内容 

 

 

  

 

【テーマに関する主な意見】 

（１）会議の実施について 

 ア 茅ヶ崎地域小児等在宅医療連絡会議の継続実施 

  ・医療、福祉、教育、当事者等が定期的に意見交換をする場は今後も必要 

  ・将来的な会議の運営方法は今後検討（自立支援協議会や保健福祉事務所の療育部会の活用） 

 イ ケースカンファレンス 

  ・個別事例の振り返り等のケースカンファレンスは、顔の見える関係の構築や役割の共有な

ど多職種支援を進める上で重要なもの 

  ・関係機関を多く集めて広くやるよりは、個別のケースに関わる関係者同士で集まり、時期

や内容を柔軟に決めた方が有効 

（２）レスパイト（短期入所等の施設利用）について 

 ア レスパイト（短期入所等の施設利用）支援 

  ・短期入所可能施設のリスト化については、リアルタイムな状況の把握などに課題 

  ・短期入所施設等の連絡会議を開催し、資源共有やそれぞれの役割分担を確認することは有効 

  ・茅ヶ崎市立病院及びこども医療センターの在宅医療評価入院のような病床活用型のレスパ

イトも有効だが、利用形態は整理が必要 

（３）資源調査 

 ア 地域レベルの実態調査 

  ・本事業の実態調査は個別の医療ケアまでを把握する調査ではないため、茅ヶ崎地域の医療

ケアを必要とする方の具体的な内容を把握する調査も必要 

（４）研修会の実施 

 ア 関係機関が連携した研修会の実施（神奈川リハビリテーション病院や茅ヶ崎市立病院、こ

ども医療センター等） 

  ・広報手法を見直しつつ今後も継続的に実施 

（５）その他 

 ア 制度改正等に関するもの 

  ・教育現場における看護師による保護者の代理規定、訪問看護師の居宅以外の訪問、看護師

配置に関する診療報酬加算等は、所管する関係機関で対応を検討 

  

【内容】 

 事前に記載していただいた課題調書（別紙２）についてそれぞれの機関が説明後、必要な取組み

として意見の多かったテーマを中心に議論した。 

 

これらの意見を踏まえて「平成 27 年度茅ヶ崎地域の関係機関が行う小児在宅医療に係る取組内容

（案）」を策定 

別紙３ 
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５ 対応 

（１）茅ヶ崎地域の関係機関が行う小児在宅医療に係る今後の取組内容（案）の策定 

 ア 考え方 

  ・当該取組内容（案）は、第２回の会議で出た意見を踏まえ、茅ヶ崎地域の関係機関が連携

して平成 27年度に実施する取組内容を抽出したもの 

 ・なお、制度改正等に関するものについては、地域連携による取組みとは視点が異なるため、

取組内容（案）には反映していない（これらについては、所管する関係機関で対応を検討す

るものとする） 

 ・取組内容（案）に記載された取組みは、平成 27年度に実施する茅ヶ崎地域小児等在宅医

療連絡会議（10月、２月予定）の中で進捗報告を行う。（必要に応じて見直し可能） 

 

 イ 内容 

 ・資料３のとおり 

 



平成27年度茅ヶ崎地域の関係機関が行う小児在宅に係る取組内容

第１四半期
（４月～６月）

第２四半期
（７月～９月）

第３四半期
（10月～12月）

第４四半期
（１月～３月）

1
ネット
ワーク構
築

茅ヶ崎地域小児等在宅医療連絡会議の実施
茅ヶ崎地域の関係機関が地域の課題や取組
みについて意見交換を行う

県医療課 現行の参加者に障害者相談支援事業所を追加

会議開催
（10月頃）

会議開催
（２月頃） ・H28年度以降の主

たる機関は要検討
・地域医療介護総合
確保基金の執行は10
月以降の予定

2
ネット
ワーク構
築

ケースカンファレンスの実施
個別ケースに対して連携の必要が生じた場
合に、関係機関同士でケースカンファレン
スを実施

茅ヶ崎市、寒川町の保健師
を中心にケース内容等に応
じて都度決定

同左

進捗報告 進捗報告

3

ネット
ワーク構
築・レス
パイト

短期入所等の連絡会議の実施
茅ヶ崎地域の短期入所等の受入施設を中心
に会議を実施し、短期入所等の施設の資源
共有と役割分担を検討

県総合療育相談センター
こども医療、県総合リハセンター、重症心身
障害児者施設、茅ヶ崎市立病院等

進捗報告 進捗報告

4
レスパイ
ト

病院による患者の短期の受入れ
茅ヶ崎市立病院やこども医療センターによ
る患者及び家族の一時的な引き受けを実施
し、病床活用型短期入所の課題を検討

茅ヶ崎市立病院、こども医
療センター

－  

進捗報告 進捗報告

5 資源把握 茅ヶ崎地域の小児医療ケア実態調査
茅ヶ崎地域の医療ケアを必要とする方に対
して医療ケア内容等を把握する実態調査を
実施

茅ヶ崎市障害福祉課
（自立支援協議会）

自立支援協議会構成員

進捗報告 進捗報告

6 人材育成 医療ケア見学会
こども医療センターの各種専門外来の見学
を通じて医療ケアのスキル向上を図る

茅ヶ崎市立病院、こども医
療センター

－

進捗報告 進捗報告

7 人材育成 家族向け福祉機器体験会
家族に対して福祉機器等を体験できる場を
提供し、適切な情報提供を行う

県総合リハビリテーション
事業団

・茅ヶ崎養護（会場提供）
・こども医療、総合療育相談センター（相談
員派遣等）

進捗報告 進捗報告

8 人材育成
訪問看護師等を対象とした医療ケア等の研
修会

重度障害児に必要な医療ケアやリハビリ
テーションに係る知識・技術の向上を図る

県総合リハビリテーション
事業団

・茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ崎保福（会場提
供）
・訪問看護ステーション連絡協議会、総合療
育相談センター等
（企画、講師派遣、広報） 進捗報告 進捗報告

9 人材育成
こども医療センター職員による出張支援

関係機関からの研修依頼等に対応する こども医療センター －

進捗報告 進捗報告

H26年度からの継続
実施

10 その他 退院後支援の実施
訪問看護STの初回の患者訪問時にこども医
療センターの看護師が同行訪問する

こども医療センター
茅ヶ崎市立病院、マザー湘南、あかしあ訪問
看護ステーション

進捗報告 進捗報告

H26年度からの継続
実施

11 その他 重症心身障害児へ個別支援
在宅の重症心身障害児宅を訪問するなどに
より支援を行う

こども医療センター 茅ヶ崎市、寒川町、県中央児童相談所

進捗報告 進捗報告

H26年度からの継続
実施

12 その他 地域の特別支援学校等と連携した復学支援
県立横浜南養護学校の教育コーディネー
ターが養護学校等と連携して復学支援を行
う

県立横浜南養護学校

・茅ヶ崎市、寒川町、茅ヶ崎保福
（会場提供）
・訪問看護ステーション連絡協議会、総合療
育相談センター等
（企画、講師派遣、広報）

進捗報告 進捗報告

H26年度からの継続
実施

スケジュールイメージ

備考

※神奈川県小児等在宅医療推進会議については、平成28年３月頃に１回実施予定
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訪問看護師の初回訪問時に 
病院看護師が同行する 

「退院後訪問看護」に関する 
アンケート結果 

 
             2015年3月 

                                  神奈川県立こども医療センター 



経験したことがある小児の医療ケア（訪問看護師） 

中心静脈カテーテル管理 ８４．６％ 

胃ろう管理 ８１．８％ 

気管内吸引 ８１．８％ 

在宅人工呼吸器管理 ７２．７％ 

経管栄養チューブの交換 ６３．６％ 

気管切開チューブホルダーの交換 ４５．５％ 

在宅での看取り ３６．４％ 

アンケート配布28枚   回収23枚   回収率82.1％ 



医療ケアを行う小児を受け入れる際不安に感じること 
（訪問看護師） 

連携を取れる地域の医師がいない ６９．２％ 

トラブル時の対応に自信がない ６１．５％ 

家族との信頼関係構築 ４６．２％ 

相談窓口がない ３８．５％ 

小児看護の経験不足 ３８．５％ 

在宅に合わせた医療ケアの修正 ３０．８％ 

特に不安に感じていることはない ０％ 



同行訪問は医療ケアを行う小児の受入に対
する不安軽減につながるか？ （訪問看護師） 

在宅に合わせた医療ケアの修正に関する不安軽減に
つながる 

84.6％ 
 

小児の医療ケアの相談窓口がないことに対する不安
軽減につながる 

84.6％ 

トラブル時の対応に自信がないことに対する不安軽減
につながる 

76.9％ 

家族との信頼関係構築に対する不安軽減につながる 61.5％ 

小児看護の経験不足に対する不安軽減につながる 53.8％ 

その他：  事前情報があっても実際、児の状況、取り巻く環境がわかるまで心配 



同行訪問は「医療ケアの引継ぎ」、「在宅での医療ケ
アの引継ぎ」に有効か？  （訪問看護師） 

92% 

8% 

0% 

医療ケアの引継ぎ 

有効 

どちらともいえな

い 

有効でない 
85% 

15% 

0% 

在宅に合わせた医療ケアの修正 

有効 

どちらともいえ

ない 

有効でない 



同行訪問のタイミングは？ （訪問看護師） 

初回訪問

時 

2回目以

降の訪問

時 

同行訪問に適しているのは？ 

50％ 50％ 

○初回は家族の前で色々質問できない
ので2回目以降が良い 
 

○家族の不安な部分の把握ができてい
ない 
 

○初回は自分自身の率直な感じ方を大
切にしたく、先入観や情報にとらわれたく
ないので 
 

○人工呼吸器の場合は初回がよいか、
他は具体的な質問が出てくるので2回目
以降が良い 



同行訪問を経験しての感想・意見（訪問看護師） 

○入院中の内容、注意点などを聞くことができ、とても助かった。 

○支援室の看護師とつながりができ、自宅の様子もみてもらっているのでスムーズに相談 

 できる。 

○こどもの「普通の状態」を知るまで時間がかかるので、病棟看護師との連携が深まることはスタッ 

 フの安心につながる。 

○親との信頼関係を作っていく中、病院看護師が入ってもらえ心強かった。 

○顔合わせができ、その後フォローもしてもらえるので大変ありがたかった。 

○小児は疾患の幅が広いので同行訪問が安心につながり、今後の受入拡大もできると思う。 

○人工呼吸器のこどもの肺音を正常と確認してもらえたことは安心につながった。 

○長期入院後の場合は療育、母子関係、通院、地域での生活の視点でも訪問してもらえると良い。 

○こども、家族の在宅での不安、疑問を受け止め、解消するのに同行訪問はありがたかった。 

○病院と在宅の架け橋、つながりを強くすることになると実感した。患者・家族に安心につながると 

 思った。 

○心強かった。手技的なことより看護師の不安軽減になった。家族も安心した様子だった。 



同行訪問は「医療ケアの引継ぎ」、「在宅での医療ケ
アの引継ぎ」に有効か？ （病院看護師） 

86% 

14% 

0% 

医療ケアの引継ぎ 

（病院看護師） 

有効 

どちらともいえな

い 

有効でない 

71% 

29% 

0% 

在宅に合わせた医療ケアの 

修正（病院看護師） 

有効 

どちらともいえな

い 

有効でない 

アンケート配布16枚   回収７枚   回収率43.8％ 



退院指導に追加したほうがよいことはあったか？ 
                                            (病棟看護
師） 

あり 

特になし 

２８．６％ 

７１．４％ 

○家族の生活とこどものケア 
 のすり合わせ。24時間、1  
 週間のスケジュールを訪問 
 看護師と一緒に確認する。 
○訪問看護師に依頼するこ 
 とを明確にする。 
○訪問看護師に情報を送る 
 場合、どの様な情報をまと 
 めると先方がわかり易いの 
 か情報用紙の形式がある 
 とよい 



同行訪問した状況を病棟で共有したか？ 
（病棟看護師） 

共有した 

共有はしてい

ない 

85.7％ 

14.3％ 



同行訪問を経験しての感想・意見（病棟看護師） 

○訪問すると考えていた状況と異なることもあり同行訪問はより具体的なケ 

 アを提供するために必要と感じた。訪問看護師の経験によるケア方法が 

 提案してもらえるとよりよい。 

○入院中に、もっとタイムリーに情報交換できるとよい。 

○情報提供用にフォーマット、決まった様式があると効率が上がると思う。 

○家族が直接、訪問看護師に伝えたほうが良いこともあり、病院看護師が 

 フォローに回れるとよいと思った。 

○こどもが家庭の中でどのような環境で生活しているかわかる。家族が退 

 院後に感じることがわかる。今後の退院指導に活かせると感じた。 

○実際、家に訪問すると生活の場がよりリアルにイメージでき、家族が主体 

 となる生活を支援していくことがより理解できた。 


